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序　　文

マレイシア政府は、1991 年 7 月に発表した第 6 次 5 か年計画において、輸出産業の育成を重点

政策の 1 つとして掲げ、既存のマレイシア輸出センター（MEXPO）に代わる輸出促進活動の中核

となる新たな貿易振興機関の設立を計画。その後、1992 年 6 月の国会承認を経て1993 年 6 月にマ

レイシア貿易開発公社（MATRADE）を発足させました。

1991 年 7 月の日本・マレイシア年次協議において、マレイシア政府は我が国に対し、同公社設

立・事業運営にかかる技術協力を要請してきました。

この要請を受け、我が国は1992 年 12 月に事前調査団を派遣、先方の要請内容の確認を行い、1993

年 8 月及び 12 月に先方の実施体制、協力内容、規模並びに計画策定に必要な打合せ、資料収集を

目的として長期調査員を派遣しました。1994 年 3 月、討議議事録（R ／D）に署名し、1994 年 7 月

1 日から 5 年間の協力を開始しました。

プロジェクト開始以降、約 2 年半が経過し、プロジェクトの進捗状況の確認及び、来年度のプ

ロジェクトの運営について、マレイシア側と協議を行うため、1997 年 9 月 29 日から 10 月 7 日ま

で、計画打合せ調査団を派遣しました。

本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣に関し、ご

協力いただいた日本・マレイシア両国の関係各位に対し深甚の謝意を表するとともに、あわせて

今後のご支援をお願いする次第です。

1997 年 10 月

国 際 協力事業団　　
鉱 工 業 開 発 協 力 部　　　

部長　松 澤 　 憲 夫　　　
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第 1 章　計画打合せ調査団派遣

1 － 1　プロジェクトの経緯

マレイシア政府は、我が国に対し 1991 年 7 月の日本・マレイシア年次協議において、マレイシ

ア貿易開発公社設立・事業運営にかかる技術協力の要請を行った。

我が国は要請に基づき、1992 年 12 月に事前調査団を派遣、先方の要請内容の確認を行い、さら

に同調査団派遣時にはマレイシア貿易開発公社（MATRADE）が未設立であったことに伴い、先

方の実施体制、協力内容、規模並びに計画策定に必要な打合せ、資料収集を目的として、1993 年

8 月及び 12 月に長期調査員を派遣した。

1994 年 3 月に実施協議調査団を派遣し、プロジェクトの実施にあたっての両国政府の責任分担、

技術協力計画等に関し協議を行い、その結果を討議議事録（R ／D）として取りまとめ、署名した。

プロジェクトは同討議議事録に基づき 1994 年 7 月より開始され、現在 4 年目を迎えている。

1 － 2　調査団派遣の目的

本調査団は、プロジェクトの全体計画と各技術移転項目に従い、技術移転の進捗状況を確認す

るとともに、残りの協力期間におけるプロジェクトの運営方針について、マレイシア側関係機関

と協議を行い、特に来年度実施される予定の終了時評価調査を念頭に置きつつ協力計画を策定す

る。

1 － 3　主な調査・協議項目

（1）暫定実施計画（TSI）

日本側：全体活動計画、専門家派遣、研修員受入れ、機材供与の確認

マレイシア側：プロジェクト基盤整備の状況、組織、カウンターパート（C ／P）の配置、ロー

カルコストの負担等の確認

（2）技術協力計画（TCP）

各活動項目に従い確認

（3）その他

1）評価調査を念頭に置いた今後のプロジェクトの協力計画の策定

・協力対象分野及び活動の絞り込み

・プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の確定

2）貿易データシステムにかかる対処方針の確定

3）評価調査の概要説明
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1 － 4　調査団の構成

担当業務� 所　　属　　先�

団長・総括�

技術協力計画�

国際協力事業団　鉱工業開発協力部　次長�

技術移転計画� （財）製品輸入促進協会　常任理事�

通商産業省　通商政策局�
南東アジア大洋州課　市場専門官補佐�

技術協力計画�
日本貿易振興会　大阪本部�
大阪総合輸入促進センター所長�

技術協力計画�
国際協力事業団　鉱工業開発協力部�
鉱工業開発協力第一課　課長代理�

氏　名�

服 部 　 薫 �

工 藤 浩 一 �

山 崎 忠 夫 �

河 原 　 寛 �

山 下 文 夫 �
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1 － 6　主要面談者

＜マレイシア側＞

EPU

Mr. Thilai Nadarajan

Principal Assistant Director

MITI

Ms. Tay Li Looi

Principal Assistant Director

MATRADE

Mr. Samsudin Marsop

Chief Executive

Mr. Raja Kamarudin Raja Ahamad

Director of Corporate Affairs Bureau

Mr. Mohammed Ab. Halim

Director of Trade Advisory ＆ Training Bureau

Mr. Wan Latiff Wan Musa

Trade Promotion Manager

Ms. Roseliah Taha

Corporate Affairs Manager

Ms. Catherine Yeang Phaik Garn

Trade Information Manager

Ms. Raja Nor Zihan Raja Mohsin

Trade Information Manager

Ms. Noraini Mohd Nor

Trade Information Manager

Ms. Ching Hea Choo

Trade Research ＆ Development Manager

Mr. Amran Yem

Trade Research ＆ Develpment Manager
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＜日本側＞

在マレイシア日本大使館

米田　二等書記官

JICA マレイシア事務所

西牧　隆壮　　　所 長

渡邊　泰介　　　所 員
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第 2 章　調査結果

2 － 1　調査結果要約

（1）暫定実施計画の進捗状況と年度計画

1）日本側

a）長期専門家派遣

・長期専門家より、C ／ P は上部機関からの依頼業務に日常的に振り回されており、なか

なか技術移転の機会がもてないなどの指摘がなされた。

・吉川専門家が実施しているライブラリー指導については、当初の計画に沿った形で着実

な成果をあげており、11 月の同専門家の任期終了をもって、長期専門家による協力を

終了する旨マレイシア側と合意し、協議議事録（M ／ D）に記載した。

b）短期専門家派遣

・マレイシア側からセミナー関連の専門家について、英語の堪能な人材を希望する旨の発

現があった。

・本年度短期専門家として、要望のあった常設展示場及びコンピューターネットワークの

専門家の派遣については、新ビルの完成の遅れによりまだ具体的な技術移転計画が作成

されていない。このためマレイシア側からその 1 つをMATRADE の刊行物の印刷にか

かる専門家の派遣、残る 1 つを協力内容が早期に確定した場合に限り、インクワイア

リーデータベースの専門家の派遣に振り替えてほしい旨の要望があった。

・1998 年度短期専門家の派遣に関し、マレイシア側の要望を聴取し、M ／D に記載した。

c）研修員受入れ

・本年度の研修員の受入れ希望時期及び 1998 年度に受入れを希望している研修員を確認

し、M／ D に記載した。

d）機材供与

・本年度機材として、要望のあった常設展示場資材については、新ビルの完成の遅れによ

り、まだ据え付けにかかる明確なプランが作成されていないため、同資材のマレイシア

側の自己購入を打診した。また先方より強い要望のあったMTR システムの改善・拡張

については、経費の日本側負担を提案し、その旨をM ／ D に記載した。

・1998 年度以降の機材については、原則供与が困難な旨伝え、その旨をM ／D に記載し

た。

2）マレイシア側

a）建物施設等プロジェクトサイト基盤整備状況
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・新ビルの工事の進捗状況は現在 70％、全体の完成予定は 1998 年 6 月となっていること

を確認した。

b）機材設置及び維持管理状況

・プロジェクトにかかる本年度の機材購入の予定がないことを確認した。

・過去、日本側から供与された機材について、適切に管理されていることを確認した。

c）組織、C ／ P の配置

・1998 年 5 月開催予定のリスボン博、同じく 11 月開催予定のAPEC 閣僚会議において

MATRADE は事務局として指名されており、今後プロジェクトにおけるC ／ P の活動

が更に制約される懸念があることが、長期専門家より指摘された。

・マレイシア側よりMATRADE の定員については、政府より例外的に増加が認められて

いるが、労働力不足及び民間との賃金格差により、希望どおり人材が集まらないとの説

明があった。

（2）技術協力計画と年次計画

・MATRADE 側の要望を踏まえ、今後の技術協力計画を作成するとともに、「MTR システ

ム」、「貿易情報速報システム」及び「インクワイアリーデータベースシステム」の 3 つの

重点項目を設定し、その旨M ／ D に記載した。

（3）プロジェクト運営上の問題点

・長期専門家より、活動を開始した当初は本事業を理解していないマレイシア側管理者もい

て、長期専門家に対し仕事の丸投げといった例も見られたが、双方の理解が進み、現在、

状況は既に改善しているとの説明があった。

（4）その他

1）PDM

・日本側の PDM 案をマレイシア側に説明し、最終合意内容をM ／ D に記載した。

2）貿易データベース

・日本側の責任において「バグの除去によるシステムの完成」、「検索結果をエクセルで加工

できる機能の付加」及び「完全な動作確認」を行うとともに、本システムの改善に可能な

限りの支援を行うことをマレイシア側に伝え、その旨、M ／ D に記載した。

・長官より、今後のシステム改善の仕様書作成、設計などは、現地コンサルタント会社に依

頼したいとの発言があった。
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2 － 2　調査結果

調査・協議項目 現 状 及 び 問 題 点 対 処 方 針 調 査 ・ 協 議 結 果

Ⅰ . 暫定実施計画
の進捗状況と年度
計画

1．日本側
1）専門家派遣
a）長期 ・各専門家及びマレイシア

側より意見を聞き、現状
の問題点を確認し、必要
に応じ M ／ D に記載す
る。

・現地業務費の執行管理状
況、帳簿類の整備状況、備
品（携行機材）の管理簿等
の確認を行う。

・11 月の当人の任期満了
をもって、長期専門家に
よる協力を終了するもの
とし、M ／D に記載する。

・各長期専門家から、以下
の指摘があった。

（1）政府関係機関と民間と
の賃金格差が激しく、
実 力 を 有 し た 人 材 を
MATRADE として、毎年
コンスタントに確保する
ことが困難。またC ／P の
離職といった問題も存在
する。

（2）すべての仕事がトップ
ダウン形式となっており、
C ／ P は上位の許可が得
られないと動けない。

（3）C ／ P は日常的に上部
政府機関からの依頼業務
に振り回されている。
・またマレイシア側から
は、セミナー関連の短期
専門家について、英語の
堪能な人材を希望する旨
の発言があった。

・なお、各専門家の作成し
た報告書及び活動のマ
ニュアルについては、す
べてファイリングされて
いるが、今回の調査にお
いて、このマニュアル
がC ／ P の技術移転にど
の程度活用されどのよう
な成果に結び付いている
かといった具体的状況が
確認できなかった。

・確認した。

・その旨、先方に伝えると
ともに M ／ D に記載し
た。

1997 年度実績
1．リーダー （久司正夫）
　1994/07/15 －1998/07/14
2．調整員 （木田信良）
　1997/07/01 －1999/06/30
　 （三木隆文）
　1994/07/01 －1997/07/19
3．調査指導 （田中恒雄）
　1997/08/18 －1999/06/30

（島津貞夫）
　1994/09/01 －1997/08/31
4．情報提供 （菅沼光城）
　1994/07/15 －1998/07/14
5．ライブラリー指導

（吉川真紀子）
　1994/11/14 －1997/11/13

・吉川専門家が実施しているラ
イブラリー指導については、
ライブラリーの充実及びその
利用者の増加といった目に見
える形での着実な成果をあげ
ている。
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調査・協議項目 現 状 及 び 問 題 点 対 処 方 針 調 査 ・ 協 議 結 果

1996 年度までの実績と今後の
予定
（1994 年度）
1．機材計画（藪本哲久）
　1994/08/22 －1994/10/21
2．日本市場（中村貞彦）
　1994/10/04 －1994/10/12
3．機材検収（藪本哲久）
　1995/01/25 －1995/02/14
4．統計データベース（増田耕太郎）
　1995/02/06 －1995/02/14
5．日本市場（小川俊明）
　1995/03/16 －1995/03/23
（1995 年度）
6．貿易統計（増田耕太郎）
　1995/05/11 －1995/05/31
7．国際広報（山崎忠夫）
　1995/07/06 －1//5/07/14
8．機材計画（藪本哲久）
　1995/08/26/1995/09/27
9．家具マーケティング（中村貞彦）
　1995/11/05 －1995/11/12
10．国際見本市（佐久間健治）
　1996/01/08 －1996/01/15
11．DTP（田中崇）
　1996/03/31 －1996/04/13
（1996 年度）
12．輸出マーケティング調査
　（井上朗）
　1996/08/04 －1996/08/11
13．日本市場（荒井正幸）
　1996/08/25 －1996/08/31
14．アジア域内貿易展望
　（大東健治）
　1997/03/10 －1997/03/15
15．常設展示（山田浩一）
　1997/03/16 －1997/03/25
16．貿易統計データシステム補完
　（渡辺孝浩）
　1997/03/20 －1997/03/30
17．貿易統計データシステム補完
　（岩崎智明）
　1997/03/20 －1997/04/5

（1997 年度）
18．日本市場（パッケージング）
19．日本市場（輸出用デザイン
戦略）

20．輸出ブランド戦略
21．常設展示
22．コンピューターネットワーク

b）短期

・常設展示及びコンピュー
ターネットワークの専門
家については、マレイシ
ア側の要望及び全体事業
計画における位置づけを
確認し、必要に応じ計画
の見直しを行う。

・常設展示場の全体計画に
ついては、本年 3 月に短
期専門家として派遣され
た山田専門家のプランが
唯一存在し、マレイシア
側は本プランを全面的に
採用する予定。
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調査・協議項目 現 状 及 び 問 題 点 対 処 方 針 調 査 ・ 協 議 結 果

（1998 年度）

1996 年度までの実績及び今年
度の予定
（1994 年度）
貿易研修（2 名）
　Mr. Irbram Bin MD Yusop
　MS. Hamed Maimunah
　　1994/10/05 －1994/11/09
（1995 年度）
輸出振興（5 名）
　Mr. Mohamed Esah Abdul
Hamid

　Ms. Roslina Long
　Ms. Sijah Husein bt Mohsin
　Ms. Mohd. Ghazali Idris
　Ms. Roseliah bt Taha
　1995/10/24 －1995/11/17
（1996 年度）
輸出振興（4 名）
　Ms. Wong Lai Sum
　Ms. Au Yong Lai Chun
　Ms. Raja Nor Zihan Mohsin
　Ms. Noraimi Mohd. Nor
　　1996/10/13 －1996/11/02

b）短期

2）研修員受入れ

・特にコンピューターネッ
トワークの専門家につい
ては、貿易データシステ
ム改善にかかる専門家派
遣への振替を検討する。

・1998 年度の要望を聴取
し、必要に応じM ／D に
記載する。

・重点項目を設定した場
合、必要となる短期専門
家を確認し、必要に応じ
M ／D に記載する。

・当初予定されていた、常
設展示及びコンピュー
ターネットワークの専門
家派遣については、新ビ
ルの完成の遅れにより、
まだ具体的な技術移転計
画が作成されていない。
このためマレイシア側よ
り今回その 1 つをマト
レードの刊行物の印刷に
かかる専門家、他の 1 つ
を協力内容が早期に具体
化した場合に限り、重点
項目の 1 つであるインク
ワイアリーデータベース
の専門家に振り替えてほ
しい旨の要請があった。

・聴取し、M ／D に記載し
た。

・確認し、M ／D に記載し
た。
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調査・協議項目 現 状 及 び 問 題 点 対 処 方 針 調 査 ・ 協 議 結 果

（1997 年度予定）
輸出振興（4 名）
　Mr. Wahab b.Abdulah
　Ms. Zurina Supiat
　Ms. Jamilah Ibrahim
　Ms. Adzimah Ahmad Ghazali
　　1997/11/17 －1997/12/06
（1998 年度予定）
輸出振興（4 名）

供与機材
（1994 年度）
1．PC － LAN
2．DTP（カラー印刷機等）
3．ライブラリー（書籍）
4．セミナー運営機材
5．車両（コーチ、20 人乗り）

（1995 年度）
1．コンピューター関連機器
　（UNIX、Note Book 等）
2．カセットビデオデッキ
3．セミナー関連機器
　（マイクロフォン、カンフェ
ランスシステム等）

4．車両（三菱、パジェロ）
5．書籍
6．貿易統計システム

（1996 年度）
1．コンピューターサーバー
2．ホワイトボード
3．書籍

2）研修員受入れ

3）機材供与

・今年度予定されている研
修員の受入時期を再度確
認する。

・本邦での研修と現地での
技術移転が有効にリンク
しているか、研修成果の
普及のため帰国報告会が
継続的に開催されている
かを確認する。

・1998 年度に受入れを希望
している研修員を確認
し、必要に応じM ／D に
記載する。

・確認し、M ／D に記載し
た。

・研修員は、帰国後必ず報
告書を長官及び担当部長
あてに提出することが義
務づけられており、必要
に応じ報告会が実施され
ている。

・日本側の次年度の予算状
況を説明したうえで再度
マレイシア側の要望を聴
取し、その結果をM ／D
に記載した。
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調査・協議項目 現 状 及 び 問 題 点 対 処 方 針 調 査 ・ 協 議 結 果

（1997 年度予定）
1．常設展示場資材
2．ラインプリンター

・常設展示場資材については、
新ビルの完成の遅れにより本
年度の供与が困難な状況と
なっている。

・1998 年 6 月にはMATRADE
新ビルが完成する予定であ
る。

3）機材供与

2．マレイシア側
1）建物施設等プ
ロジェクトサイ
ト基盤整備状況

2）機材据置及び
維持管理状況

・1997 年度供与予定の常設
展示場資材に関し、新ビ
ルの完成予定時期を確認
するとともに、全体計画
における位置づけ及び具
体的プランを確認する。

・1998 年度以降の機材につ
いては、原則供与が困難
な旨伝える。

・現場視察を行い工事進捗
状況を確認するととも
に、常設展示場資材の供
与及び短期専門家派遣へ
の影響を確認する。

・マレイシア側による1996
年度までの機材購入実績
及び 1997 年度の購入計
画を聴取し、M ／D に記
載する。

・現在までに日本側より供
与した機材の管理状況を
確認する。

・新ビルの建設は当初予定
より更に遅れる模様であ
り、現在、全体の完成は
来年6月、引き渡しは8月
の予定となっている。こ
のため資材の据え付けに
かかる明確なプランは作
成されていない。

・今回の協議を通じ、常設
展示場資材については、
マレイシア側で購入する
こととし、その趣旨に従
いM ／D を作成した。

・その旨マレイシア側に伝
えるとともに、その趣旨
に従い M ／ D を作成し
た。

・実際に現場視察を視察
し、ヒアリングを行った
ところ、新ビルの工事の
進捗度は現在 7 0％と
なっており、外装の完成
は本年末、全体の完成は
来年 6 月、新ビルへの入
居は 8 ～ 9 月となる予定
とのことであった。
現在、常設展示場資材の
据え付けにかかる明確な
プランは作成されておら
ず、同資材についてはマ
レイシア側で購入すると
ともに、関連の短期専門
家の派遣は見合わせるこ
とで双方合意した。

・マレイシア側として本年
度は、特に機材購入の予
定がないことを確認し、
M ／D に記載した。

・適切に管理されているこ
とを確認した。
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調査・協議項目 現 状 及 び 問 題 点 対 処 方 針 調 査 ・ 協 議 結 果

・C ／ P は既存業務に追われて
おり、常時、専門家に対応で
きる体制となっていない。

・職員の新規採用について、
1996 年1 月から117 名のリク
ルートを開始しており、現在
その 60 ～ 65％が採用されて
いる。

3）組織、C ／P の
配置

・各専門家のC ／ P を明確
にしM ／D に記載すると
ともに、各事業部の年間
事業計画とC ／ P の担当
業務を確認する。

・C ／ P の日常業務の状況
を視察するとともに
MATRADE の組織及び
プロジェクトの責任体制
を確認する。

・問題の解決が困難と判断
される場合には、現状に
あった最善の協力方法を
検討する。

・新人に対する研修がどの
ように実施されるのか、
研修計画を聴取するとと
もに、今後協力分野を絞
り込む過程で、当該分野
への協力を重点項目とし
て取り上げることが可能
か否か協議する。

・各専門家のC ／ P 及び担
当業務を確認し、M ／D
に記載した。

・各事業部とも具体的な年
間事業計画を有するわけ
ではないが、来年 5 月開
催予定のリスボン博及び
11 月開催予定のAPEC 閣
僚会議では、MATRADE
は事務局として活躍する
ことが期待されていると
いったように、今後とも
一層政府関係機関として
の活動を重視せざるを得
ない状況にある。

・プロジェクトの専門家よ
り、C ／ P は政府要人の
海外出張時の資料発注
等、上部機関からの依頼
業務に日常的に振り回さ
れており、これが専門家
からの技術移転の機会が
持てない原因となってい
るとの指摘があった。

・今後残りの協力期間にお
けるプロジェクトの活動
については、すべてマレ
イシア側のニーズに従い
決定したものであり、多
くの成果を得るための最
大限の技術移転の環境づ
くりをマレイシア側に申
し入れた。

・新人研修について、特に
マレイシア側より強い希
望が示されなかったた
め、今回の重点項目の対
象とはしなかった。

・マ レ イ シ ア 側 よ り 、
MATRADE の定員につ
いては、政府より例外的
に増加が認められている
が全体的な労働力の不足
及び民間との賃金格差に
より、思うように人材が
集まらないとの説明が
あった。
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調査・協議項目 現 状 及 び 問 題 点 対 処 方 針 調 査 ・ 協 議 結 果

・技術協力項目は次の通り。

1．総合的な海外市場調査
2．貿易情報の発掘、収集、紹介、
加工
3．貿易情報の普及
4．貿易相談、コンサルティング
サービス
5．コンピューター貿易情報シ
ステムの構築
6．貿易情報媒体の制作
7．常設展示場・見本市の開催

・協力項目の中には、既に
MATRADE が独自で活動し、
一定の実績をあげている分野
もある。
またMATRADE のニーズが
小さいと考えられる協力項目
も存在している。

4）ローカルコス
ト

Ⅱ．技術協力計画
と年次活動計画

・プロジェクトに対する
1997 年度の予算配分を
確認し M ／ D に記載す
る。

・プロジェクトの残りの期
間における MATRADE
側の希望する技術移転分
野を聴取するとともに、
次年度の計画について確
認し、M ／D に記載する。

・新ビルの完成後の展示分
野の技術協力計画につい
て、MATRADE 側の展示
に関する要望を再聴取
し、検討する。

・今後 2 年の協力期間にお
いて、更なる効果的な活
動の実施とできる限り定
量的な評価が可能な指標
の設定のため、R ／D に
記 載 さ れ た 活 動 が
MATRADE 自身により
実施されかつ実績をあげ
ているか、技術移転の
ニーズが MATRADE 側
にどの程度存在するかと
いった点を確認のうえ、
必要に応じ協力の重点項
目を設定し、M ／D に記
載する。
なお、MATRADE 側の
ニーズが小さいと判断さ
れる活動項目について
は、協力の縮小もしくは
中止も考慮する。

・確認し M ／ D に記載し
た。

・確認し、M ／D に記載し
た。

・常設展示場及び見本市に
関し、機材及び短期専門
家による協力は、今後実
施しないことで双方合意
した。

・MATRADE 側の要望を
踏まえ、今後の技術協力
計画を作成するととも
に、3 つの重点項目を設
定し、その内容をM ／D
に記載した。
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調査・協議項目 現 状 及 び 問 題 点 対 処 方 針 調 査 ・ 協 議 結 果

・専門家から何を学ぶべきかと
いう点につき、真剣に考えて
いるのは上層部のみ、実務レ
ベルのC ／ P に関してはその
積極性が欠けている。

・過去、専門家が単なる役務提
供者となっている実例が見ら
れた。

・PDM 案については、関係者
間で数回のワークショップが
行われ、大筋で意見が一致し
ている。

・現在、マレイシアの国家機関
の民営化が一部行われてい
る。（マレイシア大学、SIRIM
等）

Ⅲ．プロジェクト
運営上の問題点
1．MATRADE 組
織の中の本プロ
ジェクトの位置
づけ

Ⅳ．その他
1．PCM

2．MATRADE の
民営化

・MATRADE（上層部、実
務レベル）より、専門家
の業務に対する要望を再
度聴取するとともに、プ
ロジェクトにおける専門
家の位置づけについて再
度説明する。

・技術移転のプロセスを確
認するとともに、右問題
が改善され技術移転と事
業の関連が明確になって
いるか確認する。

・P D M に つ い て は 、
MATRADE 側に説明の
うえ、最終合意内容を
M ／D に記載する。

・PDM 上の上位目標、プロ
ジェクト目標、成果、活
動については、R ／D の
マスタープランをより具
体化したものであり、そ
の旨M ／D に記載する。

・MATRADE に民営化の
計画があるか、また政府
の MATRADE に対する
予算の負担状況を確認す
る。

・アンケート、ヒアリング
により専門家の業務に対
する要望を聴取した。

・プロジェクト専門家より、
すべてのしごとがトップ
ダウン方式となっており、
職員は上位の許可がない
と動けない、この点がと
もするとC／Pがプロジェ
クトの活動に対し、消極
的であるという印象を日
本側に与える原因となっ
ているとの指摘があった。

・プロジェクトの専門家よ
り、現状を聴取したとこ
ろ、活動を開始したしば
らくの間は、マレイシア
側にプロジェクト方式技
術協力の趣旨を理解して
いない管理者もいて、仕
事の丸投げといった例も
見受けられたが、既に改
善されている。
なお、現在でも、国際会
議の開催及び長官の出張
時にはC ／ P の依頼によ
り関連資料の提出などは
行っているとのことで
あった。

・合意内容をミニッツに記
載した。

・記載した。

・現在のところMATRADE
の民営化の計画はない
が、来年度予算について
は、大幅に削減される可
能性があることが示唆さ
れた。
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調査・協議項目 現 状 及 び 問 題 点 対 処 方 針 調 査 ・ 協 議 結 果

・マレイシア側はシステムの完
成が遅れていること、またシ
ステムが実用的でないとして
不満の意を表明している。

・今後の残りの協力期間におい
て、終了時評価を念頭に置き
プロジェクトを運営する必要
がある。

3 ．貿 易 デ ー タ
ベース

4．評価

・基本設計書に基づき、日
本側の責任において①バ
グの除去によるシステム
の完成、②検索結果をテ
キストファイル化しエク
セルで使用できる機能を
付加する③完全な動作確
認を行うことを伝える。

・MATRADE の貿易デー
タベースシステムの今後
の活用と拡充についてど
のような考えを有してい
るか聴取する。

・どこまで日本側の責任に
おいて開発を行うか明確
にする。

・評価 5 項目を説明する。

・日本側の意向をマレイシ
ア側に伝え、この旨
M ／D に記載した。

・C ／P としては、同システ
ムの活用により、貿易
データを分析及び加工
し、統計刊行物等を発行
したいとの意向はあるも
のの、同システムの拡充
計画は、現在具体化され
ていない。

・本件はマレイシア側の最
優先課題となっており、
この改善につき日本側の
更なる支援が依頼され
た。

・一方、長官より、同シス
テムの開発にあたったコ
ンサルタント会社に対し
強い不信感が表明される
とともに、今後のシステ
ム改善の仕様の作成、設
計などは、現地コンサル
タント会社に依頼したい
との発言があった。

・日本側として本システム
の改善を重視しており、
可能な限りの支援を行う
ことをマレイシア側に伝
えるととに、この旨
M ／D に記載した。

・説明し、その旨M ／D に
記載した。
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第 3 章　調査団所見

本プロジェクトは、2020 年までに先進国入りをめざす「ビジョン 2020」の実現に向け、外資導

入政策に基づく大規模産業の育成により貿易振興を図るべく、その旗振り役を担うマレイシア政

府機関である「MATRADE」における、貿易に関する調査及び情報提供能力が格段に向上するこ

とを目標として、1994 年 7 月より開始されている。これまでの 3 年あまりにおいては、貿易振興

全般にわたる諸業務に係る技術移転をめざして進められてきたが、討議議事録（R ／D）締結時に

設定されたマスタープラン（M ／ P）とその後検討されたTCP、年次活動計画（AWP）などの抽象

性や、C ／ P の本務の多忙による共同作業体制の弱さ、それに伴う日本側専門家の役務提供的傾

向の顕在化、貿易情報（統計）データベースシステム（MTR システム）の構築・運用に偏った

INPUT、などの問題が指摘され始め、より具体的、共同作業的協力活動を通じた技術移転の実施

が現在求められている。

今回の計画打合せ調査においては、上記の状況を踏まえるとともに、1999 年初頭を目途に予定

されているプロジェクト評価を念頭において、以下の点を中心にマレイシア側及び日本側チーム

と計画打合せ協議を行った。

（1）残る協力期間において、より重点的に実施すべき協力事項を設定し、TCP、TSI、AWP（協

力期間の終了時まで）の見直しを行うとともに実施方法を明確にすること。

（2）MTR システム及び常設展示場に係る諸問題について、先方の考え方と負担能力を勘案しつ

つ解決策を見いだすこと。

（3）プロジェクトの目標、成果、活動等に関し、より具体的に共通の認識を持つと同時に、評価

を行ううえでのベースとなるべき PDM の導入と設定について合意を得ること。

（4）MATRADE の組織運営状況、MTR システムに対する将来の展望、貿易相談・情報分野の長

期専門家の必要度、機材供与、短期専門家派遣のニーズ等について、今後の双方の投入方針が

確立されるうえで有益と思われる情報を収集・交換すること。

（1）については、これまでのガイドライン、マニュアル、モデル作成等を中心に行われた技術移

転（これらの作成ツールが実際にどう使われたか、C ／ P による利用・導入例の実績・評価につい

ては、評価時調査に譲る）を更に一歩進めて、より重点を置くべき事項に焦点を絞り、C ／ P も明

確に指名したうえで共同作業として実施することにより成果をあげていくべきであるとマレイシ

ア側に提案・要請し、マレイシア側の理解を得た。

この結果、

1）MTR システムに関し、プロトタイプを日本側によって完成させ、システムのさらなる改
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善・拡張はマレイシア側のイニシアティブにより行い、日本側はその一部についてできる限

り協力すること

2）「貿易情報速報システム」は、テキスト形式でE －mail と PC ソフトにより編集・提供され

ること

3）「インクワイアリーデータベースシステム」を構築・運用すること

が重点事項として設定された。

また、従前の TCP と TSI の混同やAWP の抽象性を整理改善し、各々に要求される具体性に応

じてモニタリング等が行いやすい形に見直し修正した。

（2）については、日本側の予算の厳しさについて理解を求め、1）常設展示場の機材はマレイシ

ア側においてすべて購入してもらいたいこと、2）少なくともそれに匹敵する資金を、マレイシア

側が主体的に行うMTR システムの改善・拡張に日本側の負担として充て得ること、3）展示場も

含め短期専門家での協力については前向きに検討したいこと、を提案したところ、マレイシア側

はMTR システムの完成は最重要、最優先で進めなければならないとし、統計データのみならず、

重点事項で開発されるであろう種々の有益なシステムが順次統合・集積され、様々な情報提供ニー

ズに応えていくことが期待されているとし、当方も理解、同意した。

展示場担当部長が短期専門家派遣要請を取り下げ、長官自身もMTR システムに係る短期専門家

派遣要請をキャンセルするなど、日本側に対する不信感とも取れる反応もあったが、不要不急な

要求は控え、その分を少しでも真に必要なものに振り替えてほしいことを求めたものとも思われ

る。

マレイシア側のMTR システムへの期待には並々ならぬものがあり、島津専門家の熱心な取り組

みについては長官より極めて好ましい評価が述べられた反面、日本側コンサルについては、その

システム設計の方針転換と納入システムの不出来については無に等しいとまでの批判があり驚か

された。当初のシステム設計どおりに進めていれば、コスト的にも海外事務所との接続性におい

ても優れていると確信している節があり、会議においても熱心な討議が担当課長との間で行われ

た。

（3）の PDM については、長官自ら修正意見を述べるなど、評価を行う前提としての共通認識が

得られたと思う。

（4）貿易相談分野の重点項目（インクワイアリーデータベースシステム）については、システム

構築支援の短期専門家の派遣時期に長官自ら条件を付して、システム設計に入る前の企画づくり

に大きな関心を示していた。これは情報システムについても同様であり、かなりの時間をかけ、シ
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ステムの効用について討議がなされ、E －mail で情報が提供される場合のイメージとして、例え

ば「マレイシアの首相が滞在するホテルのカラー写真での案内が事前に入手できるか」といった質

問を発していた。これらのシステムは新しい提案と受けとめられており、今後専門家は C ／ P と

ともに定期的に長官に進捗状況を報告するなどして、双方の認識にそごのないように進めてほし

い。

先方とのニーズのすり合せ、専門家が行う作業等に関する C ／ P との共通認識の形成、共同作

業の手順と役割の明確化など、これらがおろそかになれば、一人仕事になりかねない点に留意し

つつ、計画的に活動を展開していくことを期待したい。また、来年は、マレイシアではコモンウェ

ルズ大会、APEC 閣僚会議（MATRADE が事務局）、リスボン博への参加などが予定されており、

その合間に新ビルへの引っ越しが行われるという忙しさであり、それらの行方によっては大変な

年になるとの認識が浸透しており、少し張り詰めた雰囲気が感じられた。このような中で、プロ

ジェクトチームに対しては種々の技術的サービスが求められることも予想されるところ、重点事

項の着実な実行に併せ、これらにも可能な限り応えていくことが 1 つの OJT にもなり得るととも

に、多忙になるC ／ P のパフォーマンスも間近に見ることができる格好の場面が到来するわけで

あり、これまでの技術移転の成果がどのように発揮されるのか注視し、今後に生かしてもらいた

い。





付　属　資　料

資料 1　協議議事録（M ／D）
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